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ABSTRACT
　This study was performed to clarify the difficulties encountered by professional training 
college teachers as they provided practical training to students with possible developmental 
disability.  An anonymous self-administered questionnaire survey was conducted among 95 
teachers at professional training colleges.  The survey covered items that included teacher 
background factors as well as school organizational characteristics, support for practical 
training, and difficulties in providing practical training, using scales specifically developed for 
this study. Responses were obtained from 69 teachers and 63 （65.6%） were classified as valid 
responses. Investigation of teacher background factors in relation to difficulties in providing 
practical training revealed that teachers were less likely to experience difficulty during practical 
training for students with reading/writing difficulties, while they were more likely to experience 
difficulty for students with inattention.  One of the factors associated with teachers who were 
less likely to experience difficulty was having their own class.  Moreover, a significant correlation 
by Spearman’s rank correlation coefficient analysis was found between school organizational 
characteristics and support for practical training.  At professional training colleges, teachers 
are required to understand the tasks involved in practical training and should be able to obtain 
support from the school organization during that process.� （Accepted on November 12, 2019）

Key words : professional training college teacher, developmental disability, feeling of difficulty, 
practical training, school organizational characteristics
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はじめに

　平成28年8月に発達障害者支援法（平成17年施
行）の一部を改正する法律が施行され，その目的
では「発達障害の症状の発現後できるだけ早期に
発達支援を行うとともに，切れ目なく発達障害者
の支援を行うことが特に重要である」と明記され
ている．
　文部科学省1）によると，2015年の全国の専修学
校のうち専門課程（高等課，通信制，単位制をの
ぞいた専門学校のこと）は2,823校であり，生徒数
は588,183人と報告され，就労を見据えた教育が専
門学校で行われている．

専門学校に特化した研究は見受けられないが，
Ikematsuら2）は，全国の看護師養成機関を対象に
看護教員からみた著しい指導・学習困難な学生に
ついて報告している．なんらかの発達障害の特徴
を備えた学生は1.02%であり，これらの学生が最
も困難であった参加は，臨床実習における患者の
ための看護だったと述べている．

山下と徳本3）は，看護師養成機関の学生支援体
制と，発達障害および発達障害の疑いのある学生
の臨地実習における支援の実態について調査を行
った．その結果，看護専門学校において，半数を
超える支援体制は担任制の約8割だけであり，看護
専門学校における学生支援の主体が担任教員の役
割となっている現状を明らかにした．
　一方で高橋4）は，大学，短期大学及び高等専門
学校における発達障害学生支援の実態について調
査を行った．その結果，学校規模別に授業以外の
支援について，500人未満の規模の学校では，小規
模であることからカウンセラーを配置することが
難しいが，地域に根ざした学校運営を行い，保護
者や出身校とも連携しながら丁寧に指導している
のではないかと述べている．
　これらの先行研究をもとに，専門学校は比較的
小規模であり，カウンセラーの配置が難しく，担
任による支援が主であると推察される．また発達
障害のある学生は実習中に困り感が生じやすいと
考えられるが，従来，専門学校における教育的支
援の実際は明らかになっていない．

そこで，本研究では，専門学校教員を対象に，
発達障害傾向を持つ学生に対して，実習指導上の
困難を感じる教員の背景要因および学校の組織特
性と実習支援の相関関係を明らかにするため，質

問紙調査を行った．そして，研究結果をもとに，
専門学校の実習における教育的支援体制について
考察した．

対象および方法

1．対象
全国のA法人関係の専門学校17校の学校長に調

査を依頼し，同意が得られた9校を協力校とした．
研究の承諾が得られた9校，23学科に所属する専
任教員96名を研究対象とした．
2．調査方法

独自に作成した無記名自記式アンケート調査票
を用いた質問紙調査を実施した．協力校の代表
者を通じて教員へ2017年10月に調査票を配布し，
2018年1月31日までに回答者による郵送を依頼し
た．
3．調査内容
　調査票に記載されている調査内容は，①教員の
背景，②学校組織特性，③実習前の教育支援，④
実習指導上の困難を感じる学生特性について尋ね
た．
1）教員の背景

年齢，性別，職歴，資格，担当学科，学外機関
への相談，担任の有無（ゼミのように特定の学生
を1年以上担当する場合を含む）を調査した．
2）学校組織特性

瀬戸5）は，生徒理解・生徒指導の場面において
教師の選択する行動は，学校組織特性の影響を受
ける，として学校組織特性に関する質問紙（18項
目）を作成し，5件法によって回答を得て，3因子
を抽出している．本研究では総計得点の平均値を
独自に学校組織特性得点とし，さらに3因子の平均
値とSDを求めた．
3）発達障害の傾向を持つ学生の実習前の教育支援

九州ルーテル大学院大学の例6）を参考に実習前
の支援に絞り，質問項目を独自に作成した．回答
は4件法とし，「そうである」から順に4点から1点
とした．本研究では総計の平均値を実習支援得点
とした．
4）実習指導で教員が困難を感じる学生特性

佐藤ら7）は，発達障害のある学生が示すと考えら
れる困難さの項目を用いて自己困難認知尺度32項
目，7因子を作成した．7因子は，不注意，衝動性，
対人関係，修学上の困難，読み書き，不安・抑うつ，
感覚からなる．DSM-5では，Neurodevelopmental 
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Disordersの中に複数の下位分類が設けられてい
るが8），本研究では，そのうち，自閉スペクトラ
ム症，注意欠如・多動症，限局性学習症について
自己困難認知尺度の7因子を用いて学生の傾向と
して評価した．これをもとに教員向けの質問項目
を独自に作成した．具体的には実習中の学生指導
を行う教員向けに「あなたは，次の傾向を持つ学
生の対応について，どの程度困難を感じますか．
もっともよく当てはまる番号に○をつけてくださ
い．実習とは学外で行われるもので，インターン
シップを含みます」と示し，さらに32項目の全て
に実習中の学生対応であることを示す文章を加筆
した．回答は4件法とし，「全く困難を感じない」
から「とても困難を感じる」まで順に4点から1点
を付けた．総計の平均値を独自に実習指導困難得
点とした．なお，本研究ではプラスの要因を探る
ために困難を感じない方を4点とし，困難を感じな
い学生の特性について評価した．
4．分析方法
　調査票を回収した後，調査票の結果を磁気媒体
にデータとして入力し，IBM SPSS Statistics 25を
使用してデータを分析した．対象集団の特性を把
握するため，全項目の単純集計を行った．学校組織
特性の総計と下位因子得点について平均値とSD
を求めた．学校組織特性尺度，実習支援尺度，学習
指導困難尺度の信頼性について，Cronbachのα係
数を求め，さらに尺度間の相関についてSpearman
の順位相関係数の検定を行った．実習指導困難と
対象者の背景との関連について，性別，担任の有
無，入職時の発達障害の研修の有無の3項目につい
て，Mann-WhitneyのU検定を用いて2群間の検定
を行った．年齢，現職経験年数の2項目について
は，Kruskal-Wallis 検定を用いて3群間以上の検定
を行った．なお，統計学的有意水準は5%とした．
5．倫理的配慮

調査の実施にあたり，本研究の研究計画と依頼
文を送付し，9校から書面により承諾を得た．専
門学校教員への調査票配布の際は，質問紙は無記
名とし強制的でないこと，プライバシーへの配慮
や研究データの使用と分析終了後の破棄の仕方，
研究に協力しないことによる不利益がないことな
ど，調査の趣旨や方法を記載し，承諾が得られた
協力者のみ実施し，返信回答をもって研究の同意
とすることを書面にて説明した．なお，本研究は
鳥取大学医学部倫理審査委員会（番号：17A016

承認日: 2017年9月29日）で承認を得たうえで行っ
た．

結　　果

教員69名（71.8%）から回答が得られ，そのう
ち問3，問4，問5は分析に総合得点が必要であるこ
とから，欠損値により総合得点が集計できない6
件を分析対象から除き，有効回答は63名（65.6%）
であった．
1．対象者の背景

調査対象者の概要を表1に示す．年齢は40歳代未
満が20名（31.7%），40歳代以上が43名（68.3%）を占
めた．性別は男性21名（33.3%），女性42名（66.7%）
で，現職経験年数は3年未満が20名（31.7%）で，
3年以上が43名（68.3%）を占めた．学科別にみる
と，看護15名（23.8%）と理学療法・作業療法14名

（22.2%）を合わせ，医療系の所属が29名（46.0%）
と多かった．教育関係の資格（複数選択）は，担
当学科の教員養成研修修了が29名（46.0%）と最
も多かった．担任は35名（55.6%）が担っていた．

教員の学外機関への相談経験（複数選択）を図
1に示す．相談先は，スクールカウンセラー26名

（41.3%），ハローワーク6名（9.5%），学生の出身
高等学校5名（7.9%）で，「選択肢にある機関へ相
談した経験はない」者は32名（50.8%）であった．
2．学校組織特性，実習支援，実習指導困難の相関
　学校組織特性得点，実習支援得点，実習指導
困難得点の相関関係を表2に示す．Cronbachのα
係数は学校組織特性得点（0.731），実習支援得点

（0.867），実習指導困難得点（0.955）であった．そ
れぞれの尺度間の相関関係について，学校組織特
性得点と実習支援得点については有意な正の相関
係数を認めた．しかし，実習指導困難得点と学校
組織特性得点および実習支援得点との間に有意な
相関は認められなかった．
3．�学校組織特性，実習支援と実習指導困難の下
位尺度得点

学校組織特性尺度の各回答について，平均得点
とSDを表3に示す．4点以上の項目は，学習指導
に熱心である（4.47），生徒に愛着がある（4.32），
進路指導に熱心である（4.22），職員の協力体制が
ある（4.02）であった．一方，得点の低い項目は，
校内研修が活発である（2.92）であった．なお，3
つの下位因子の平均値は学習充実（4.05），協働性

（3.40），職場満足（3.98）であった．
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実習支援尺度の各回答について，平均得点とSD
を表4に示す．発達障害の傾向を持つ学生の実習前
の教育支援では，「実習前に学生の傾向を実習機関
と打ち合わせている」（3.05）の平均値が最も高か
った．

実習指導困難尺度の各因子の平均値とSDを表5
に示す．教員は読み書き（2.67），感覚（2.48），対
人関係（2.47）の順に困難を感じにくく，一方，得
点が一番低く，指導に困難を感じやすいのは不注
意（2.12）であった．
4．対象者の背景と実習指導困難尺度との関連性
　対象者の背景と実習指導困難尺度との関連性を
表6に示す．有意差が示されたのは担任の有無のみ
で，担任の方が実習指導に困難を感じていなかった．

考　　察

1．教員の背景
教員の背景として，現職経験年数は3年以上が43

名（68.3%）を占めており，比較的継続して仕事に
従事していることが伺えた．学科は医療系の所属
が約半数であり，対人関係の専門職を養成する学
校が多く，担任は35名（55.6%）が担っていた．学
外機関への相談経験としてスクールカウンセラー
26名（41.3%）が突出して高く，専門機関と連携し
て対応している様子が伺えた．一方で「選択肢に
ある機関へ相談した経験はない」は32名（50.8%）
で，個々の教員または各校の組織体制や周辺環境
によって学外機関への相談の状況に差があると考
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表1　調査対象者の概要

属性 度数 %

年齢 40歳未満 20 31.7
40歳代 21 33.3
50歳代 19 30.2
60歳代以上 3 4.8

性別 男 21 33.3
女 42 66.7

現職経験年数 3年未満 20 31.7
3年以上10年未満 18 28.6
10年以上20年未満 24 38.1
20年以上 1 1.6

学科1） 看護 15 23.8
理学療法・作業療法 14 22.2
介護福祉 11 17.5
スポーツ・体育 8 12.7
事務 4 6.3
ホテル 2 3.2
ビジネス 1 1.6
その他 9 14.3

教育関係の資格1） 担当学科の教員養成研修修了 29 46.0
小・中・高等学校の教員免許 11 17.5
養護学校教諭・養護教諭免許 1 1.6
その他　教育・心理関係の資格 7 11.1
上記に該当する資格はない 21 33.3

担任 はい 35 55.6
いいえ 28 44.4

入職前発達障害の研修受講 はい 19 30.2
いいえ 44 69.8

1）複数選択含む



えられる．小池と岩井9）は発達障害およびその疑
いのある学生に対する大学教職員の意識調査を行
い，教職員が学生相談室のカウンセラーに対して，
学生への学外機関の紹介を高く期待していると報

告している．教職員とスクールカウンセラーが互
いの役割と期待を確認し，協働して学外機関に働
きかける取り組みが必要であると考える．
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表3　学校組織特性の下位尺度得点の比較

項目 平均値 SD
進路指導に熱心である 4.22 0.85 
学習指導に熱心である 4.47 0.67 

第1因子　学習充実 生徒指導が少ない1） 3.94 1.32 
学校行事が盛んである 3.57 1.03 
因子平均 4.05 0.61 
職員の協力体制がある 4.02 1.05 
分掌が機能的である 3.13 0.94 

第2因子　協働性 校内研修が活発である 2.92 0.99 
管理職の指導力がある 3.52 0.95 
因子平均 3.40 0.69 

第3因子　職場満足

教師のやりがいがある 3.92 0.90 
生徒に愛着がある 4.32 0.70 
学校で充実感がある 3.67 1.02 
因子平均 3.98 0.70

1）逆転項目

表2　尺度間の相関関係

平均値 SD Cronbach α 2 3
1. 学校組織特性 41.56 5.89 0.731 0.337** 0.043
2. 実習支援 15.60 4.71 0.867 1 −0.145
3. 実習指導困難 73.81 15.61 0.955 1 
Spearmanの順位相関係数の検定．**：P < 0.01．

図1．学外機関への相談（複数選択）（n = 63）
 専門学校教員による学外機関の相談経験を示す．スクールカウンセラーの選択が最も多かった．
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表4　実習支援の下位尺度得点の比較

項目 平均値 SD

1. 実習前に発達障害の視点を取り入れた個別学習支援
や相談を行っている 2.35 1.12 

2. 実習前に学習相談やカウンセリングを行う教職員を
学生に紹介している 2.43 1.13 

3. 実習のつまずきが予測される場合に学生と対処法を
話し合っている 3.02 0.89 

4. 実習前に周囲の学生への協力依頼を行っている 2.29 0.92 
5. 実習に至るまでに保護者も交えて情報共有を行って

いる 2.51 1.05 

6. 実習前に学生の傾向を実習機関と打ち合わせている 3.05 0.96 

表5　実習指導困難の下位尺度得点の比較

項目 因子平均値 SD
不注意 2.12 0.57 
対人関係 2.47 0.54 
衝動性 2.26 0.64 
読み書き 2.67 0.62 
修学上の困難 2.31 0.54 
不安・抑うつ 2.36 0.62 
感覚 2.48 0.72 

表6　対象者の背景と実習指導困難尺度との関連性

属性 平均値 ± SD 中央値 P値1）

年齢 40歳未満 78.60 ± 15.77 74.0 

0.592
40歳代 69.86 ± 16.97 71.0 
50歳代 72.63 ± 13.33 71.0 
60歳代以上 77.00 ± 17.09 79.0 

性別 男 71.50 ± 16.44 73.0 
0.540

女 74.95 ± 15.25 74.5 
現職経験年数 3年未満 76.30 ± 12.12 73.5 

0.235
3年以上10年未満 75.94 ± 17.93 74.5 
10年以上20年未満 69.21 ± 15.67 69.0 
20年以上 96.00 96.0 

担任 はい 77.80 ± 16.63 76.0 
0.015*

いいえ 68.82 ± 12.84 66.5 
入職前発達障害
の研修受講

はい 68.53 ± 14.61 71.0 
0.123

いいえ 76.09 ± 15.63 75.5 
1）Mann-WhitneyのU検定またはKruskal-Wallis 検定．*：P < 0.05．



2．実習指導で困難を感じない教員の背景
発達障害の傾向を持つ学生に対して，実習指導

で困難を感じない教員の背景要因を検討した．実
習指導困難尺度の7因子の平均値はいずれも「あま
り困難を感じない」を示す3点を満たしておらず，
教員は実習中の学生対応に困難を感じていること
が示唆された．その中で，読み書き因子の学生対
応には比較的困難を感じにくいことが示された．
読み書きの因子を持つ学生については学内におけ
るレポート課題や筆記試験から学生理解がしやす
いと考えられる．さらに，実習中は実習記録によ
って学生と実習指導者，教員が状況を共有しやす
く，教員の困り感が低かったと考えられる．

一方，教員の困り感が一番高い因子は不注意で
あった．水内と島田10）は，普通科と専門科高校の
教員の意識を比較し，高校段階における発達障害
特性として学校生活に顕著に影響を及ぼしている
のは不注意にかかわることが多いとし，「急な予定
変更に混乱する」は特に専門科の生徒において有
意に得点が高かったとしている．また，Van Hees
ら11）は自閉症スペクトラム障害の学生の研究か
ら，新しい状況や予想外の変化による困難，情報
処理や時間管理に問題がある場合，障害が疑われ
るとし，これらに直面することは学生の健康に大
きな影響を及ぼすと述べている． 以上より，専門
学校においても学外の実習では学内よりも学生の
不注意の特性が表出しやすく，対応する教員の困
り感が高いと推察される．
　次に担任は実習中に発達障害の傾向を示す学生
に困難を感じにくいことが示された．水内と島田
ら10）は，専門科高校の教師は個と集団という場面
による，多面的な方向から生徒を見ることができ
るので，より生徒の様々な特性に気付くことがで
きるのではないかと述べている．本研究でも専門
学校の担任は場面ごとの学生理解がしやすく，実
習の対応に困難を感じにくかったのだと推察され
る．さらに，教員の実習指導困難と学校組織特性
ならびに実習支援の相関は認められなかった．
3．学校組織特性と実習支援の関係
　学校組織特性得点と実習支援得点について正の
相関が認められた．学校組織がうまく機能してい
ると感じている教員ほど実習支援行動をとってい
ると推察される．坂本と阿蘇12）は，発達障害児の
支援について，小学校教職員を対象とした調査か
ら，個々の教員が「学校全体からの支援」を実感

できることが必要であるとして，その要因を指摘
している．こうした学校の組織体制は小中学校で
あれば特別支援コーディネーターを中心に組織化
されつつあるし，大学でも学生支援室等で対応が
なされている．一方で専門学校は小規模であり，
学生支援室やコーディネーターの配置は困難であ
ると想定される．その際に支援の要となるのが担
任である．担任は授業や演習といった場面ごとの
学生理解に長けており，学生のかたわらで継続し
て支援することができる．発達障害傾向のある学
生の支援には，このような担任の働きが必要であ
ると考える．そして，担任にとって相談可能な学
科教員やスクールカウンセラーが存在すること
で，1人の教員による抱え込みを防ぐことが可能
になる．このように担任が「学校全体からの支援」
を実感できる学校の組織体制が，保護者や実習機
関との連携，ひいては高等学校や就職機関との継
ぎ目のない支援を促進すると考える．また，専門
学校の課題としては発達障害のある学生への支援
体制を見える化し，関連機関に提示することが考
えられる．提示の必要性は富山大学学生支援セン
ター13）による高大連携に関する調査に示されてお
り，大学に発達障害のある学生への支援体制が整
っていなければ，本人・保護者や高校教員側から
当該大学に事前に相談するメリットがないとして
いる．
　さらに，小方と小方14）は，高等教育では権利主
体が学生本人にあることを踏まえ，学生本人の要
望に基づいた調整を行うことが重要だとしてい
る．しかし，学生自身からの要望は容易ではない．
特に実習に関しては，学生は学外実習のイメージ
ができず，配慮の必要性を判断することが難しい
と三澤15）は指摘している．そのため，担任が学生
特性と実習内容を踏まえて想定される課題を把握
し，本人や関係者との対話を行い，学生を主体と
した具体的な実習環境調整を行うことが重要であ
る．
　諸外国でも増加する発達障害のある学生の高等
教育機関への移行支援を含む教育的支援に取り組
んでいる16-18）．また，オーストラリアではメンタル
ヘルスナースを配置し，大学スタッフとともに，高
等教育の能力を有する自閉症の学生の大学への移
行支援プログラムの開発と評価に取り組んでいる
と報告されている19）．日本でも支援の必要な学生
は増加しており，ライフステージに応じた縦断的
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な教育的支援へのニーズは高まると考えられる．
本研究では専門学校に焦点化して，教員の目線

から実習における学生への認識を検討した．学生
の特性と変化する実習環境を想定して学内外の組
織が教育支援チームとして協働することで，学生
はより学びやすくなり，教員の困り感も解消され
るのではないかと考える．
4．効果的な実習指導のための課題

今回の研究結果を踏まえ，発達障害の傾向を持
つ学生への効果的な実習指導の実施に向けて，次
の3つを今後の課題とする．①担任が中心となって
実習課題を把握する．②想定される実習課題は千
差万別であり，学生本人の要望を捉え，関係者と
の対話から具体的な環境調整を行う．③その過程
で担任が学校組織からの支援を実感できるような
運営を推進する．以上の課題は専門学校のような
小規模校であっても実践することが可能であると
考える．各校や地域の実情に応じて就労を見据え
た切れ目のない教育を推進していきたい．
5．研究の限界
　本研究は，対象を専門学校に特化しており先行
研究が限られていた．そのなかで様々な学生の年
齢層，教育機関の文献を参考に質問紙を作成して
おり，その妥当性と信頼性には限界がある．さら
に，教員の困り感尺度については回答のしにくさ
が指摘されており，今後の検討課題とする．

結　　語

今回，専門学校教員が，発達障害の傾向を持つ
学生に対する実習指導の困難感について質問紙調
査を実施した．その結果，教員は読み書き因子の
ある学生に比較的困難を感じにくく，不注意因子
の学生対応には困難を感じやすいと推察された．
また，実習支援において困難を感じにくい教員の
要因として担任であることが示された．さらに，
学校組織が機能していると感じている教員ほど実
習支援行動がとられていると推察された．
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